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1%増の8.1万戸 く年率97.1万戸Iと2ケ月連続で増加した く第5図Io
新設住宅着工床面積は, 10月季節調整済前月比15.8%増の後1 11月は同6.1

%増となったo
先行きについてはl改正建築基準法施行の影響が当面続くと見込まれるo

月比でJ.月は6.0%減の臥.1月比でJ.月は6.0%減の臥.1
月は413%増となったoまた,公共工事請負金額くr公共工事前払金保証統計J,
をみると- 10月前年同月比3,2%減の後, 11月は同4.3%減となってV,るo

季節調整済前期比川.季節調整済前期比川.
11月は1.4%減となっており.四半期別では,平成1
平成19年7-9月期3.6%増となった く第6図1D
地域別には,アジア向け輸出ほ全体と.して増加.

に増加, EU向け輸出は緩やかに増加している.

霊合駄竿穿呈真架さ妄爵醜済前期比川-
11月は0.5%増となっており,四半期別では,平成1
平成19年7-9月期0.8%減となった く第6図1o
地域別には,アジアからの輸入は全体として横.

全体として緩やかに増加, EUからの輸入は緩やフ

く9
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なり- 輸出物価は同0.5%上昇 く同1.8%下落11輸入物価は同3.9%上昇 く同12.

6%上昇lとなった.
11月の消費者物価は,総合が前年同月比0.6%上昇く前月比0.2%下落lとなり.

生鮮食品を除く総合は同0.4%上昇 く同0.1%上昇1となった く第7図1o

期比で1 2007年4-6月期12.0%増の後, 2007年7-9月期o.7%滅 く製造業3.6
%減ー 非製造菓1.5%増Il季節調整値で2007年4-6月期前期比7.6%増の後,
2007年7-9月期同5.2%減 く製造業10.0%減l非製造業1.3%減う となったo
またl日本銀行 r企業短期経済観測調査Jく12月調査,によれば,企業の全規

模の2007年度の経常利益計画 く前年度比Iは, 2007年度通期では全産業1.1%の
増益,製造業2.4%の増益,非製造業0.1%の減益となっている.なお, 2007年度

上期では,全産業5.4%の増益,製造業7.8%の増益ー非製造業3.3%の増益の後,
下期では全産業2.9%.の減益,製造業2.5%の減益,非製造業3.3%の減益が見込
まれている く第8表Io
企業の業況判断D.I,くr良いJ - r悪いJlについて日本銀行r企業短期経済

観測調査Jく12月調査Iをみると,規模計で,全産業2ポイント く2ポイント悪
化l,製造菜9ポイント く横ばい11非製造菓-3ポイント く2ポイント悪化l
となっており,全産業l非製造業で悪化ー製造業で横ばいとなっているく第9表l.
倒産件数 く東京商工リサ-チ調ベIは1 12月1,097件で,前年同月比1.0%液と

なったo

2007年7-9月期の実質国内給生産 くGDPJ成長率は1季節調整済前期比0.
4%増く年率1.5%増lとなった.内外需別にみると-国内需要の寄与度は-O.1%,
財貨.サ-ビスの純輸出の寄与度は0.5%となった.また1名目GDPの成長率
は季節調整済前期比0.2%増となった く第10図I.
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